




セージの配信は、プライバシー権や情報自己決
定権の問題を生じさせます。さらに、選挙前に
偽情報やディープフェイクが大量に拡散されれ
ば、参政権や選挙の自由・公正が損なわれる
おそれがあります。政府が「正しい情報」と「誤っ
た情報」を一方的に判断すれば、政治的表現
の自由を侵害する危険もあります。そのため、
民主的な意志形成を守るための規制は、国家
権力を制約する憲法上の枠組みの中で設計さ
れる必要があります。

　デジタル規制に関する国家権限を認める一
方で、その権限を法律によって適切に制約する
重要性も指摘されてきました。アプリの利用禁
止やアクセス制限、投稿削除命令、事業者へ
のデータ提出要求などは、市民の自由や企業
活動に大きな影響を及ぼします。そのため、行
政機関の判断や政治的圧力だけではなく、明
確な法的根拠が不可欠です。また、国家安全
保障や児童保護、詐欺防止といった目的が正
当であっても、規制手段は必要最小限でなけ
ればなりません。比例原則や行政手続、透明
性、説明責任、異議申立て、司法審査といっ
た仕組みが、民主国家におけるデジタル規制
の前提となります。
　ところで、デジタル社会における安全は自由
と対立する概念ではなく、自由を実現するため
の条件でもあります。子どもを有害情報や詐欺
から守ること、高齢者を投資詐欺や偽医療情
報から保護すること、女性や少数派をデジタル






